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「薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会ＰＲＴＲ対象物質調査会、 

化学物質審議会管理部会、中央環境審議会環境保健部会ＰＲＴＲ対象物質等専門委員会

合同会合報告（案）」に対する意見募集の結果について（案） 

 

 

１．意見募集の概要 

 

「薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会ＰＲＴＲ対象物質調査会、化学物

質審議会管理部会、中央環境審議会環境保健部会ＰＲＴＲ対象物質等専門委員会合同会合報告

（案）」の内容について、以下のとおりパブリックコメントを実施した。 

○ 募集期間：平成２０年４月２８日（月）～平成２０年５月２８日（水） 

○ 告知方法：電子政府の窓口（e-GOV）及び厚生労働省・経済産業省・環境省ホームページ

に掲載 

○ 意見提出方法：電子メール、郵送、ＦＡＸのいずれか 

 

 

２．御意見の提出件数 

意見提出者数： ２５団体・個人 

の べ意見数： ５０件 

 

 

３．寄せられた御意見の概要及びそれに対する考え方（案）について 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 



パブリックコメントに対する考え方（案） 別紙
No.

報告（案）の該当
箇所

御意見等の概要 御意見等に対する考え方

1
本文
P.3

届出対象事業者がきちんと届出しているのか、環境中への排
出状況が環境モニタリング等で確認されているのか、確認され
ている場合は届出・届出外排出量の合計とあうのかを検討す
べき。かなりの届出事業者が届け出ていないケースが多いと
行政監査で指摘されており、その対応を行うべき。

PRTR制度の適切な届出の励行について
は、関係省において別途検討されるものと
考えています。

2
本文
P.4

＜有害性の情報源＞の優先順位１の情報源として、食品安全
委員会による食品健康安全評価を追加すべき。

報告案の別表１に示すとおり、今回の対象
物質選定においては、食品安全委員会評価
書を優先順位１の情報源として用いていま
す。

3
本文
P.4

製造・輸入量の調査結果を公表すべき。対象物質の絞込みの
根拠として有害性に関するデータは公表しているが、生産量に
関するデータが公表されていないのは公平性を欠く。正確な数
字が把握できない場合、１トン～、１０トン～、１００トン～、１００
０トン～、１万トン～、１０万トン～のオーダーごとにランク分け
して公表すべき。

化学物質の製造・輸入量に関する実態調査
（平成１６年度実績）結果報告として、化審法
官報公示整理番号ごとに製造（出荷）・輸入
量の合計を10のべき乗ごとに分けて、経済
産業省のホームページで公表されていま
す。

4
本文
P.4

届出・届出外排出量が全くない物質がそれぞれ２２物質、１０
物質あることから、制度としての集計がうまくいったと評価すべ
きでない。届出がない理由と届出外の推計ができていない理
由を明記すべき。

PRTR制度の対象となる354物質のうち、届
出排出・移動量が0であった物質は約6.2％、
届出排出・移動量及び届出外排出量が0で
あった物質は約2.8％にとどまっています。こ
れらの物質は、オゾン層破壊物質や失効農
薬等、製造・輸入がほとんどされていないと
考えられる物質を含んでおり、例外的な物
質であると考えています。

5
本文
P.5

＜環境での存在に関する判断基準＞に、「ＰＲＴＲ届出の実績
がなくとも、生産・出荷実績があるものは、引き続き指定化学
物質として残すこととする」を追加すべき。

環境中での存在に関する判断基準として
は、現行の基準を引き続き採用することとし
ており、１年間の製造輸入量が一定量以上
のもの等を対象物質としています。

6
本文
P.5

「３．今後の課題」について、「このような物質については、登録
失効農薬等を除き」を「このような物質については、登録失効
農薬を含め」とすべき。登録失効農薬は、販売はされないが、
回収命令が出されないかぎり、使用は規制されない。また、失
効しても、同じ成分が他の用途で使用される場合があるので、
失効したからといて、指定物質から削除するのは早計である。

環境での存在にかかる判断基準を満たさな
くなった第一種指定化学物質のうち、農薬に
ついては実際上ほとんど使われていないと
考えています。なお、失効農薬は農薬取締
法によって製造、加工及び輸入が禁止され
ております。

7
本文
P.5

「３．今後の課題」について、「さらに、このような物質について
は、事業者による自主的な取組として、今後ともMSDS の提供
を継続することが望まれる」を「さらに、このような物質につい
ては、今後とも、事業者に、MSDSの提供を継続することを義
務付けるべきである」とすべき。一旦登録失効した農薬が、ま
た登録されることもある。また、農薬使用者の健康被害、受動
被曝による第三者の健康被害がおこった場合、ＭＳＤＳは、貴
重な情報源となるから提供を継続することを法律で義務づけ
る。

環境での存在にかかる判断基準を満たさな
くなった現行対象物質については、有害性
の観点からは引き続き注意を要する物質で
あること等から、化管法におけるMSDSの提
供の義務はなくなるものの、事業者による自
主的な取組として、今後ともMSDSの提供を
継続することが望ましいと考えています。

8
別表2
33　アントラキノ
ン

根拠とする有害性情報以外に相反する情報が存在し、変異原
性の陽性・陰性の判断が分かれることから、同物質を第一種
指定化学物質から外すべき。「CERI化学物質安全性（ハザー
ド）データ集」における同物質の「５．ほ乳動物毒性データ５）変
異原性・遺伝毒性」の項には、『ネズミチフス菌を用いた復帰
突然変異試験では、陰性と陽性の結果が報告されている。』と
記載されている。

in vivo陽性の根拠データとした文献
（IUCLID、2000）にはin vivo陽性とin vivo陰
性とされているデータがそれぞれ併記されて
いるが、当該試験結果及びその他の試験の
内容を更に精査した結果、当該試験結果か
ら本物質をin vivo陽性と判断する根拠として
不十分と判断されたことから、変異原性をク
ラス外に修正します。
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No.
報告（案）の該当

箇所
御意見等の概要 御意見等に対する考え方

9
別表2
33　アントラキノ
ン

指定候補物質とされた根拠であるin vivoの試験結果は、試験
に用いた試料の由来が不明なためアントラキノンの変異原性
を正確に評価していない恐れがあり、この１点の試験結果の
みをもってアントラキノンを第一種指定化学物質とすることは
適切ではない。

in vivo陽性の根拠データとした文献
（IUCLID、2000）にはin vivo陽性とin vivo陰
性とされているデータがそれぞれ併記されて
いるが、当該試験結果及びその他の試験の
内容を更に精査した結果、当該試験結果か
ら本物質をin vivo陽性と判断する根拠として
不十分と判断されたことから、変異原性をク
ラス外に修正します。

10
別表2
38　イソブチルア
ルデヒド

変異原性は発がん性のスクリーニングと考えるべきであり、発
がん性が無い事が確認されている変異原性物質を、わざわざ
変異原性を根拠に追加候補とすべきでない。

変異原性は遺伝子に損傷を与える有害性
の一つであり、変異原性物質は発がん性以
外にも有害な影響を及ぼす可能性があるた
め、前回答申と同様に有害性の判断に係る
項目として選定します。

11
別表2
54　２-エチルヘ
キサン酸

生殖毒性の出典に催奇性に関して９つの文献が引用されてい
るが、母獣の影響がない状態で胎児に影響を認めたのは
Pennanenの文献のみで、100mg/kg/day以上で胎児の骨格に
異常があったとしている。しかし、その文献は米国のCERHR
で、300 mg/kg群の胎児に観察された骨格の異常は化骨の
variationであり、LOAELは300mg/kg、NOAELは100mg/kgであ
ると評価されている。化骨のvariationについては、生後数日で
化骨が進行し正常になることから生殖毒性の影響としては考
えられておらず、GHSでは「わずかな変化」に相当し、影響は
marginalである。よって、生殖毒性を分類の根拠にすべきでな
い。

当該物質の生殖毒性クラス３の根拠とした
試験結果（Patty （2002））では、母動物に影
響を及ぼさない用量で、当該物質による内
反足、多指、腓骨欠如等の骨格異常が示さ
れており、骨格の変異及び骨化遅延はとも
に発生毒性の指標であるので、現状のとお
りとします。

12

別表3
57　二-(チアゾー
ル-四'-イル)ベン
ズイミダゾール

主に食品添加物リストに登録されており、柑橘類やバナナ等
の防カビ剤として広く使用されています。実際に、当該物質の
食品添加物としての使用許可は、厚生労働省の指定添加物リ
スト認定手続きに基づいております。化学物質データベース等
によれば、環境毒性や発がん性等､健康被害に関わる知見等
も特に認められていない物質である｡第二種指定化学物質に
含めることの妥当性について再考すべき｡

魚類の96時間LC50：0.56mg/l（AQUIRE）か
ら現状のとおりとします。

13

別表3
57　二-(チアゾー
ル-四'-イル)ベン
ズイミダゾール

昭和53年10月15日発行の『時の動き』に当該物質の安全性等
について詳しく解説されている。また、日本防菌防黴学会誌
(Vol.24.No.11)に当該物質の安全性、環境毒性が解説されてい
る。さらに、抗菌製品技術協議会の抗菌剤の安全性基準にお
ける(1)急性経口毒性LD50、(2)皮膚刺激性、(3)皮膚感作性、
(4)変異原性についても、有機系防腐防黴剤としてクリアしてお
り、第二種指定化学物質に含めることについて再考すべき。

魚類の96時間LC50：0.56mg/l（AQUIRE）か
ら現状のとおりとします。

14
別表2
148　ジエタノー
ルアミン

AQUIREには急性毒性の文献が多数掲載されており、採用さ
れたデータを除くとEC50は100000μｇ／ｌ以上である。この事
実を勘案すると、引用された文献の急性毒性値は異常値の恐
れがあり、せめて平均値を使用すべき。また、慢性毒性は
NOEC 3200μg/L（ECETOC）であり、生態毒性の分類はクラス
外になる。

甲殻類の48時間EC50：2150μg/l
（AQUIRE、2003）から生態毒性クラス２とし
ていましたが、当該試験はジエタノールアミ
ンと脂肪酸の反応生成物についての試験結
果であったことから、当該試験結果を不採用
とします。

15
別表2
186　ジクロロベ
ンゼン

ｐ－ジクロロベンゼンとoージクロロベンゼンの毒性は大きく異
なり、これらを一元管理することで本来のPRTRの目的を達せ
られなくなる可能性があるとともに、GHS分類表示にも大きな
支障をきたす。また、ｐ－ジクロロベンゼンが常温において固
体であるのに対し、oージクロロベンゼンは液体であり、MSDS
も１対１対応ができないので、従来どおり、物質名：ｐ－ジクロ
ロベンゼンに戻すべき。

前回答申を踏襲し、類似の構造・毒性を有
する場合は物質群として指定していることか
ら、現状のとおりとします。
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No.
報告（案）の該当

箇所
御意見等の概要 御意見等に対する考え方

16

別表2
242　ステアリン
酸ナトリウム、
別表3
15　オレイン酸ナ
トリウム

ステアリン酸ナトリウムとオレイン酸ナトリウムは河川中ではス
テアリン酸カルシウム、オレイン酸カルシウムになるので環境
中には存在せず、また実際の河川中では生態毒性のデータは
低いことから指定から外すべき。

ステアリン酸ナトリウムとオレイン酸ナトリウ
ムは環境中で不溶性であるカルシウム塩と
なり、カルシウム塩の水溶解度限界までの
濃度において毒性の発現がないと考えら
れ、生態毒性をクラス外に修正します。

17

別表2
242　ステアリン
酸ナトリウム、
別表3
15　オレイン酸ナ
トリウム

これらの物質は、川において界面活性剤（塩）としては存在し
ない。せっけんはステアリン酸・オレイン酸に油脂を混合して作
られており、家庭排水から環境中に排出されるこれら２物質は
少ないものと考えられ、また、多量にこれら２物質を含む排水
を出す所は必ず下水道を経由するため、環境中への排出は
少ないものと考えられる。ステアリン酸・オレイン酸の油脂には
毒性はない。以上より、ステアリン酸ナトリウム・オレイン酸ナト
リウムを除外すべき。

ステアリン酸ナトリウムとオレイン酸ナトリウ
ムは環境中で不溶性であるカルシウム塩と
なり、カルシウム塩の水溶解度限界までの
濃度において毒性の発現がないと考えら
れ、生態毒性をクラス外に修正します。

18

別表2
242　ステアリン
酸ナトリウム、
別表3
15　オレイン酸
ナトリウム

これらの物質は5000年前から使われている石けんの成
分であり、環境中への残留は確認されていない。自然界
において分解性が早く、ばく露時間21日まで環境中で存
在しない。出典となっている環境省生態影響試験の詳細
の報告がない。使われた水は環境中の水であるべき。一
つの実験、一機関の実験で決めるべきでない。環境省グ
リーン購入法に係る特定調達品目の洗面所の手洗い洗
剤は、廃油又は動植物油脂を原料とした石けん液又は
石けんとされており、ＰＲＴＲ追加物質とするには矛盾が
ある。リサイクルせっけんはエコマークの認証登録規格
品である。以上より、追加物質から削除すべき。

ステアリン酸ナトリウムとオレイン酸ナトリウ
ムは環境中で不溶性であるカルシウム塩と
なり、カルシウム塩の水溶解度限界までの
濃度において毒性の発現がないと考えら
れ、生態毒性をクラス外に修正します。

19
別表2
248　水素化テル
フェニル

当該物質は生態毒性クラス１を理由として、化管法第一種指
定化学物質の候補としているが、生態毒性の根拠となってい
る試験の試料が混合物であるので、当該物質の生態毒性が
不明であり候補物質から除外すべき。

試料が混合物であるという理由のみで当該
試験結果を採用すべきでないとは考えてい
ません。なお、当該物質は水に不溶
（HADB）との報告があり、水溶解度限界まで
の濃度において毒性の発現がないと考えら
れ、生態毒性をクラス外に修正します。

20
別表2
248　水素化テル
フェニル

生態毒性の根拠としたデータはOECDのガイドラインに準拠し
ていない。また、水素化テルフェニルの水溶性は0.06mg/L以
下であり、毒性値以下である。
作業環境許容濃度について、当該物質の蒸気圧は
0.002666hPa（25℃）であることから、常温での濃度は
0.25008ppmと算出され、ACGIHで示された許容濃度TWA：
0.5ppmに達しない。
以上より、候補物質から除外すべき。

水に不溶（HADB）との報告があり、水溶解
度限界までの濃度において毒性の発現がな
いと考えられ、生態毒性をクラス外に修正し
ます。
0.5ppmの水素化テルフェニルの気体にばく
露することがないとする十分な根拠がないこ
とから、作業環境許容濃度については現状
のとおりとします。

21
別表2
257　１－デカノー
ル

１－デカノールの環境濃度については、環境省の化学物質環
境調査に公開されており、水質では27地点の全点で検出され
ず（分析下限０～５０μg/L）、底質も同じく27地点の全点で検
出されていない。（分析下限０．３～１μg/gーｄｒｙ）この分析限
界以下であれば、セレナストラムへのLC５０をはるかに下回っ
ている。以上の点から、候補物質から除外すべき。

当該物質は、製造・輸入量区分が１であるこ
とと、生態毒性がクラス１であることから、第
一種指定化学物質の選定基準を満たしてい
ますので、現状のとおりとします。

22
別表2
259　デカン酸

本物質のセレナストラムの生態毒性ＮＯＥＣ（0.02mg/L）は環
境省の生態毒性試験報告（平成18年度版）には見いだせず、
異なる結果が環境省ホームページに記載されており、これらの
差を明確にすべきである。公表されているデータを採用すべ
き。もし面積法（NOEC　1.8mg/l）を採用すれば、生態毒性の範
囲外である。

採用したデータは環境省ホームページで公
表されており、藻類の72時間NOEC：
0.97mg/l（環境省生態毒性試験報告）から現
状のとおりとします（パブリックコメントの参
考資料（生態毒性）参照）。

 4



No.
報告（案）の該当

箇所
御意見等の概要 御意見等に対する考え方

23

別表2
261　テトラアルキ
ル（又はアルケニ
ル）アンモニウム
塩（炭素数が八
以上二十四まで
のアルキル基又
はアルケニル基
が一つ以上であ
り、その他のアル
キル基又はアル
ケニル基の炭素
数が一から五ま
でのものに限
る。）

物質名を難水溶性物質が対象外となるように見直すべき。例
えば、｢テトラアルキル（又はアルケニル）アンモニウム塩（炭素
数が八以上二十までのアルキル基又はアルケニル基が一つ
であり、その他のアルキル基又はアルケニル基の炭素数が一
から五までのものに限る。）｣とする。CAS番号欄から112-02-7
を削除すべき。

難水溶性物質を対象外とするため、CAS番
号に則り、水溶性物質である「ヘキサデシル
トリメチルアンモニウム＝クロリド」に名称を
修正します。

24

別表2
261　テトラアルキ
ル（又はアルケニ
ル）アンモニウム
塩（炭素数が八
以上二十四まで
のアルキル基又
はアルケニル基
が一つ以上であ
り、その他のアル
キル基又はアル
ケニル基の炭素
数が一から五ま
でのものに限
る。）

CAS番号と物質名が一致しないものがあり、CAS番号に相当
する化学物質名に則って物質名を訂正すべき。テトラアルキル
（又はアルケニル）アンモニウム塩（C数が8-24までのアルキ
ル基又はアルケニル基が1つ以上で、その他のアルキル基又
はアルケニル基のC数が1-5までのものに限る。）⇒セチルトリ
メチルアンモニウム＝クロリド

CAS番号に則り、「ヘキサデシルトリメチルア
ンモニウム＝クロリド」に名称を修正します。

25

別表2
265　四・五・六・
七―テトラクロロ
―　一・三　―ジ
ヒドロベンゾ［ｃ］
フラン―二―オン
（別名　フサライ
ド）

記載の化学名が違っていると考えられる。IUPAC名では
4,5,6,7-テトラクロロフタリド、CA名では4,5,6,7-テトラクロロ-1
（3H)-イソベンゾフラノンと表記される。

IUPAC命名法に基づき、「四・五・六・七―テ
トラクロロイソベンゾフラン―一（三Ｈ）―オ
ン」に名称を修正します。

26
別表2
308　鉛化合物

鉛化合物のうち、生殖発生毒性クラス１の情報が確認された
個別物質を特定第一種指定化学物質とすべき。鉛化合物のう
ち、生殖発生毒性クラス１の情報が確認されていない個別物
質を特定第一種指定化学物質とすべきでない。

前回答申を踏襲し、類似の構造・毒性を有
する場合は物質群として指定しており、ま
た、元素とその化合物が異なる毒性を示す
場合には、両者を区別して取り扱っているこ
とから、現状のとおりとします。なお、EUリス
ク警句では、「その他の鉛化合物」をRepr.カ
テゴリー１（R61）、Repr.カテゴリー３（R62）と
されています。
R61：胎児に有害であるおそれがある
R62：受胎能力を害するリスクの可能性

27
別表2
308　鉛化合物

生殖毒性クラス１が確認された硝酸塩、四エチル鉛、酢酸鉛の
３物質のみ特定第一種指定化学物質に変更し、その他の鉛化
合物は従来どおり第一種指定化学物質にすべき。

前回答申を踏襲し、類似の構造・毒性を有
する場合は物質群として指定しており、ま
た、元素とその化合物が異なる毒性を示す
場合には、両者を区別して取り扱っているこ
とから、現状のとおりとします。なお、EUリス
ク警句では、「その他の鉛化合物」をRepr.カ
テゴリー１（R61）、Repr.カテゴリー３（R62）と
されています。
R61：胎児に有害であるおそれがある
R62：受胎能力を害するリスクの可能性
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28
（意見
件数：

2）

別表2
355　フタル酸ビ
ス（ニーエチルヘ
キシル）

発がん性のクラスを２としているが、IARCの分類「３」に準じて
いない。NTPの発がん性分類をRとしているが、最新の12th
Reportではヒト発がん性であることが予測される物質のリスト
から除外される可能性有りと記載されている。GHS分類に関す
る回答案では「区分外」に修正されている。
生殖毒性のクラスを２としているが、げっ歯類と霊長類では種
差のあることが示されており、げっ歯類で得られたデータを人
に適用できる、とは言えない。GHSにおける生殖毒性の分類は
「分類できない」に修正されている。
経口慢性クラスを２としているが、参考資料３にはDEHPは示さ
れていない。GHS分類に関する回答案の特定標的臓器毒性
（反復暴露）では「区分外」に修正されている。
生態毒性クラスを１としているが、参考資料11にオオミジンコに
おけるEC50　0.37mg/lとあるが、水への溶解度は0.003mg/lで
あることから、水中に分散したDEHP粒子による物理的な作用
によると考えるのが妥当である。GHSの水生環境急性有害性
（急性）初期評価ではDEHPの水溶解度（0.003mg/l）までの濃
度で急性毒性が報告されていないことから「区分外」の分類と
された。

発がん性について、前回答申と同様に、
IARCで「２A」又は「２B」、又はその他の2つ
以上の機関で該当する場合にクラス２として
おり、当該物質はACGIHでＡ３、日本産業衛
生学会で2Ｂ、ＥＰＡでＢ2、ＮＴＰでＲより現状
のとおりとします。
生殖毒性について、ＥＵリスク警句でRepr.カ
テゴリー２（R60-61）とされており、かつ、根
拠となるデータとしてマウス／ラットの試験
結果が得られているので、前回答申に基づ
き現状のとおりとします。
経口慢性毒性は水質基準：0.006mg/l（EPA）
より現状のとおりとします（第３回合同会合
参考資料４参照）。
生態毒性について、水溶解度をEU-RARより
0.003mg/lとしていましたが、
PPHYSPROP.DBの0.27mg/lを採用しまし
た。甲殻類の48時間EC50：0.37mg/l（EU-
RAR、2001）から現状のとおりとします。

29

別表2
366　ニ－ター
シャリ－ブチル－
四－ヒドロキシア
ニソール及び 三
－ターシャリ－ブ
チル－四－ヒドロ
キシアニソール

本物質は平成16年度の生産輸入量は100トン/年未満と確信
する。もし100トン/年未満であれば、本品が農薬・特定第一種
化学物質（発がん性）・オゾン層破壊物質ではないので、化管
法第一種指定化学物質の対象にすべきでない。本物質は
IARCで1987年に発がんクラス２Ｂに指定されている。しかし、
1990年のカナダ厚生省の専門官から出された総説でラットの
前胃における本物質が原因とみなされる扁平上皮癌について
は否定的な意見が出されている。この文献によれば本物質を
発がん・クラス2Bに指定される根拠が薄弱である。GHS文書
（第二版）3.6.2.3.4.においてもラットの前胃における癌上異常は
投与方法によって疑わしい場合があると記載されている。

製造・輸入量については、平成16年度の実
態調査において100トン/年以上との結果が
得られています。また、発がん性について
は、IARCで「２B」、NTPで「R」であることか
ら、現状のとおりとします。

30
別表2
393　ノルマル－
ヘキサン

生殖毒性について、1000 ppmを超える高い投与量での反復的
なばく露の場合にのみ睾丸に病変が見られており、許容濃度
を大幅に超える濃度でのばく露は想定されにくいと思われるの
で、生殖毒性の観点からの対象物質へ追加すべきでない。

今回用いた生殖毒性の有害性分類におい
て、用量についての限定条件は設定されて
いないので、現状のとおりとします。

31

別表2
397　ペルオキソ
二硫酸の水溶性
塩

ペルオキソ二硫酸の水溶性塩は、安全に取り扱うことのできる
物質であることから人体に触れる場所で広く使われている。
PRTR物質への指定は、これらの用途での使用を制限する恐
れがある。特に土壌の有機物汚染に対する土壌改質剤として
有効であり、規制により環境対策の遅れにつながる恐れがあ
り、PRTR物質として規制すべきでない。

感作性について、ＥＵリスク警句でR42とされ
ており、かつ、根拠となるデータとして、
NICNAS (2001)、SIDS（2005）にヒトで吸入暴
露により喘息症状が誘発されたとの症例報
告があることから、前回答申に基づき現状
のとおりとします。

32

別表2
410　ポリ（オキシ
エチレン）＝アル
キルエ－テル硫
酸塩

CAS番号と物質名が一致しないものがあり、CAS番号に相当
する化学物質名に則って物質名を訂正すべき。ポリ（オキシエ
チレン）＝アルキルエ－テル硫酸塩⇒ポリ（オキシエチレン）＝
ドデシルエーテル硫酸ナトリウム塩

「ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエ－テル
硫酸エステルナトリウム」に名称を修正しま
す。

33
別表2
441　N－メチル
－二－ピロリドン

当該物質はCAS番号は和名Nーメチルー二ーピロリドンではな
く、Nービニルピロリドンである。本物質に記載されている有害
性（資料ー４）からNービニルピロリドンであると思われる。

「N－ビニル－二－ピロリドン」に名称を修正
します。
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34

別表3
6　アルキル硫酸
塩（アルキル基の
C数が(16-18)ま
でのもの及びそ
の混合物に限
る。）

CAS番号と物質名が一致しないものがあり、CAS番号に相当
する化学物質名に則って物質名を訂正すべき。アルキル硫酸
塩（アルキル基のC数が(16-18)までのもの及びその混合物に
限る。）⇒アルキル硫酸ナトリウム塩（アルキル基の炭素数が
十六から十八までのもの及びその混合物に限る）

「アルキル硫酸エステルナトリウム（アルキ
ル基の炭素数が十六から十八までのもの及
びその混合物に限る）」に名称を修正しま
す。

35 その他
新たに追加された物質はすでにＧＨＳ分類された1500物質に
は含まれていないが、近くまた同じように分類される予定はあ
るのか。

GHS危険有害性分類事業の今後の予定に
ついては、関係省において別途検討される
ものと考えています。

36 その他

現行化管法対象物質である2,4-ビス（エチルアミノ）-6-メチル
チオ-1,3,5-トリアジン（別名シメトリン）について、輸入・製造数
量が不明のため一種から除外するとしているが、2007年度農
薬要覧のシメトリン含有製剤の生産量から平成18農薬年度の
取扱数量は38.7tとなることから、除外することは不適と考えら
れる。

農薬の製造・輸入量は、農薬要覧2006（H17
農薬年度）に基づき（第１回合同会合資料4-
3参照）、当該統計の「国内原体生産量」、
「輸入原体量」、「輸入製剤量」の和として算
定を行っています。当該物質についてこれら
のデータは示されていないことから、製造・
輸入量のクラスは現状のとおりとします。な
お、No.47に示しているとおり、「農薬残留対
策総合調査」における一般環境中でのモニ
タリング結果を踏まえ、シメトリンを第一種指
定化学物質の候補に修正します。

37 その他

化管法導入時においては、対象事業者については、年間取扱
量５トン以上の事業者であったが、今回の物質導入に関して
は、年間取扱量１トン以上の事業者となっている為、情報伝達
には、更に時間を要するのは避けられない。別表２に示された
物質のうち、新たに化管法対象物質に選定された物質につい
ての情報伝達を行うため、政令改正の後、一年以上の充分な
周知期間を取り、MSDSの提供、排出量の把握の開始と段階
的な実施すべき。

政令改正の後の周知期間については、関係
省において別途検討されるものと考えてい
ます。

38 その他

別表２に候補物質は提示されているが、MSDSの提供の開始
時期、年間取扱量の届出開始時期が提示されていない。我々
の業界では、追加候補物質を調剤の成分として流通させる
ケースが多く、追加候補物質の含有量の決定、ＭＳＤＳ作成お
よび排出量の把握、届出などの準備作業には相当長期間を
要するのは確実である。従って、追加の指定物質の決定後、
実施時期までに最低１年間以上の猶予を設置すべき。

政令改正の後の周知期間については、関係
省において別途検討されるものと考えてい
ます。

39 その他

別表2の番号がそのまま政令番号になると、既存該当物質の
政令番号も変更されることになり混乱が予想されることから、
既存該当物質の政令番号は変更すべきでない。既存該当物
質の政令番号が変更されるのであれば、MSDS及び関連印刷
物に表示されて いる番号変更に一定の時間が必要なります。
その場合は一年程度の猶予期間設定を設置すべき。

政令番号や、政令改正の後の周知期間に
ついては、関係省において別途検討される
ものと考えています。

40 その他

ＰＲＴＲ制度では、一般の化学物質よりも、厳しく、年間10トン以
上の取り扱い事業者に届出が義務付けられているものの、現
状では個々の「農薬等」の指定物質の排出量は、正確につか
めていない。そこで、「農薬等」の製剤を総量で年間１トン以上
取り扱う販売業者に指定物質を含む製剤の販売量の届出を
義務づけることを提案する。

今回の審議会への諮問事項は化管法の対
象物質の指定について検討を行うものであ
り、御指摘の内容は対象物質の指定に関す
るものではありません。
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41 その他

防除業者は、一般使用者よりも、多種多量の薬剤を取り扱っ
ているが、農薬取締法で散布計画の届出が義務づけられてい
るのは、空中散布業者、ゴルフ場での使用者、くん蒸剤処理業
者しかない。防除業者に「農薬等」の使用・排出量の提出を義
務付ける法律・制度が必要である。個人の農薬使用者にも、
農薬使用履歴の帳簿で、使用量の記載が求められているの、
これを報告し、集計する制度が必要である。

今回の審議会への諮問事項は化管法の対
象物質の指定について検討を行うものであ
り、御指摘の内容は対象物質の指定に関す
るものではありません。

42 その他

農薬や殺虫剤などで、健康被害をうけるのは、使用者だけで
なく、受動被曝の第三者であることを思えば、だれでも、ＭＳＤ
Ｓを容易に入手できるようにすべきである。少なくとも、指定化
学物質を含む「農薬等」の製品のラベルには、ＭＳＤＳの入手
先を明記すべき。

今回の審議会への諮問事項は化管法の対
象物質の指定について検討を行うものであ
り、御指摘の内容は対象物質の指定に関す
るものではありません。

43 その他

有害性が確認されないとして、指定リストから削除された登録
農薬グルホシネート、チフェンスルフロンメチル、ピラゾレートは
ＰＲＴＲ指定物質としてそのまま残すべき。食品安全委員会で
の健康影響評価が終わっていない。グルホシネートの動物実
験で、ラットへの皮下注射で易興奮性が見られた／妊娠ラット
への皮下注射で、仔が易興奮性を示したとの報告がある。

今回の対象物質の選定に用いた有害性情
報の収集・整理のための情報源において、
グルホシネートとチフェンスルフロンメチルに
ついて有害性の判断基準に該当する情報
は得られませんでした。ピラゾレートの経口
慢性毒性について、農薬ADI：0.006mg/kg
体重/日（日本）からクラス３に修正し、第一
種指定化学物質の候補に修正します。

44 その他

生産量の面から指定を解除された農薬の中うち、次の13の登
録農薬について、2006年の製剤の国内出荷量が１トンを超え
るため(出典：農薬要覧2007年版)、ＰＲＴＲ指定物質とすべき。
イミベンコナゾール、エスプロカルブ、シアノホス、ジクロフェン
チオン、シクロプロトリン、シペルメトリン、シメトリン、テニルク
ロール、ピリミジフェン、フェンバレレート、フルスルファミド、フ
ルバリネート、プロパニル

農薬の製造・輸入量は、農薬要覧2006（H17
農薬年度）に基づき（第１回合同会合資料4-
3参照）、当該統計の「国内原体生産量」、
「輸入原体量」、「輸入製剤量」の和として算
定を行っています。当該物質についてこれら
のデータは示されていないことから、現状の
とおりとします。

45 その他

家庭用殺虫剤やシロアリ防除剤として身近で使用されている
次の物質は、室内汚染、環境汚染の恐れがあり、指定物質と
して検討すべき。アミドフルメト、イミプロトリン、オクタクロロジ
プロピルエーテル、シフェノトリン、ディート（ジエチルトルアミ
ド）、ヒドラメチルノン、フェノトリン、フタルスリン、フラメトリン、
プラレトリン、フルトリン、メタフルトリン、トランスフルトリン、プ
ロフルトリン、メトキサジアゾン、メトプレン

今回の対象物質の選定においては、国内外
の化学物質に関する関連法令や調査結果
に基づき、対象物質として追加される可能性
がある候補物質（約3,000）を抽出しており、
殺虫剤や防除剤として使用されている物質
も含めて検討を行っています。御指摘の物
質のうち、テフルトリンを第一種指定化学物
質の候補としています（報告案の別表２、３
参照）。

46 その他

農薬だけでなく、その他の用途でも使用されている次の物質
は、家庭用殺虫剤やシロアリ防除剤、非農作物用除草剤とし
て身の回りで使用されており、その有害性が懸念されるため、
指定物質とすべき。アレスリン、アセタミプリド、イミダクロプリ
ド、カスガマイシン、キャプタン、グリホサート、クロチアニジン、
ジノテフラン、シプロコナゾール、シラフルオフェン、チアメトキ
サム、ビフェントリン、フェノブカルブ、プラレトリン、プロポキス
ル、ヘキサコナゾール

今回の対象物質の選定においては、国内外
の化学物質に関する関連法令や調査結果
に基づき、対象物質として追加される可能性
がある候補物質（約3,000）を抽出しており、
農薬に限らず殺虫剤や防除剤、除草剤とし
て使用されている物質も含めて検討を行っ
ています。御指摘の物質のうち、フェノブカ
ルブを第一種指定化学物質の候補として、
ビフェントリンを第二種指定化学物質の候補
としています（報告案の別表２、３参照）。
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47 その他

次に示す農薬は、環境省の実施した「農薬残留対策に関する
総合調査」(2003-05年度)で、水質や魚介類に検出されてお
り、登録農薬でもあるので、指定物質とすべき。エスプロカル
ブ、クロメプロップ、シメトリン、ダイムロン、テニルクロール、 ピ
ラゾスルフロンエチル、ピリミノパックメチル、ピロキロン、プロ
シミドン、プロベナゾール、ブロモブチド、ペンシクロン、ベンス
ルフロンメチル、ベンタゾン、ベンフレセート、ペントキサゾン、メ
タラキシル、メトミノストロビン、レナシル

環境省が実施した「農薬残留対策総合調
査」における一般環境中でのモニタリング結
果を、ばく露情報からの判断基準のうち「一
般環境中での検出状況」に用いるものとしま
す。このモニタリング結果を踏まえ、シメトリ
ンを第一種指定化学物質の候補に修正しま
す。

48 その他
ＨＣＢ（ヘキサクロロベンゼン）はそれ自体は使用されていない
が、他の物質の不純物や焼却による非意図的生成物であり、
ダイオキシン類と同じ位置づけで、指定物質にすべき。

 事業活動に伴って付随的に生成・排出され
る化学物質は、排出量の推計が一般的に困
難であり、現在は、実測が義務づけられてい
るダイオキシン類を第一種指定化学物質と
しています。次回の見直しにおいては、付随
的生成物の選定に向けた排出量把握方法
の確立等に取組む必要があると考えていま
す。

49 その他
新たな対象物質について、業種ごとの推計方法を見直す必要
があるか検討すべき。推計できないものがあれば対象からは
ずすべき。

届出外排出量の推計方法については、関係
省において別途検討されるものと考えてい
ます。

 9




